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（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期  11,485  3.9  802  58.8  845  54.1  521  16.3

24年３月期  11,050  10.6  505  △28.7  548  △27.3  448  1.2

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

25年３月期  95.06  －  3.7  4.6  7.0

24年３月期  81.72  －  3.3  3.1  4.6

（参考）持分法投資損益 25年３月期 －百万円   24年３月期 －百万円 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

25年３月期  18,676  14,496  77.6  2,642.67

24年３月期  17,895  13,939  77.9  2,541.04

（参考）自己資本 25年３月期 14,496百万円   24年３月期 13,939百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

25年３月期  1,080  △431  △82  2,819

24年３月期  943  △993  △82  2,252

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 純資産
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 －  7.50 － 7.50 15.00  82 18.4 0.6

25年３月期 －  7.50 － 12.50 20.00  109 21.0 0.8

26年３月期（予想） －  7.50 － 12.50 20.00   20.9  

（注）25年３月期期末配当金の内訳  普通配当 ７円50銭 記念配当５円00銭

３．平成26年３月期の業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  6,187  2.9  532  5.6  554  5.4  340  5.4  62.13

通期  11,550  0.6  808  0.7  851  0.8  525  0.8  95.80



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  
（２）発行済株式数（普通株式） 

  
※  監査手続の実施状況に関する表示 

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 有

④  修正再表示                          ： 無

（注）「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条の３の６（会計方針の変更を会計上の見積り

の変更と区別することが困難な場合）に該当するものであります。詳細は添付資料Ｐ21「４．財務諸表（５）財務

諸表に関する注記事項（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）」をご覧ください。

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年３月期 5,749,000株 24年３月期 5,749,000株

②  期末自己株式数 25年３月期 263,309株 24年３月期 263,230株

③  期中平均株式数 25年３月期 5,485,741株 24年３月期 5,485,770株

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表

に対する監査手続が実施中です。  

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ3「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧

ください。 

 

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 

 決算補足説明資料は、平成25年５月10日（金）に当社ホームページに掲載いたします。 

 また、当社は平成25年６月11日（火）に個人投資家向け説明会を開催する予定です。当日使用する説明会資料につ

いては、開催後当社ホームページに掲載する予定です。
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(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績  

当事業年度におけるわが国経済は、大胆な金融政策・機動的な財政政策・民間投資を喚起する成長戦略が始動

し、円安や株価上昇の追い風を受け、緩やかな回復基調となってまいりました。 

 当貨物自動車運送業界におきましては、個人消費の落ち込みに加えて、異常気象の影響もありましたが、東日本

大震災の反動もあり、輸送量はおおむね底堅く推移いたしました。 

 当社はこのような状況下、大型化（トレーラー化）の推進で複合輸送を強化するとともに、３ＰＬ事業（物流の

一括受注）で事業領域を拡大させております。今期は東部海老名物流センターが本格稼働し、東部北陸物流センタ

ーに続いて成果をあげることができました。 

 また、東日本大震災による復興・復旧を石油輸送で協力しておりましたが、今度はセメント輸送の荷主からの要

請で、宮城県仙台市に出張所を設け、本格的な輸送事業に参画いたしました。 

 以上の結果、当事業年度の売上高は３ＰＬ事業の本格化により平成22年３月期以後、３期連続最高の売上高を更

新し、 千円（前年同期比3.9％増）となりました。営業利益につきましても、複合輸送システムの向上

等により傭車費用の削減効果もあり、高騰する燃料費を吸収したうえで 千円（前年同期比58.8％増）、経

常利益も 千円（前年同期比54.1％増）となり、当期純利益は、 千円（前年同期比16.3％増）となり

ました。   

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。  

（貨物自動車運送事業） 

 第１営業部門 

ａ．清涼飲料輸送は、荷主の生産合理化と輸送システムの変更等により輸送量は減少いたしましたが、今期から

本格稼働した東部海老名物流センター事業に加えて、同業他社との提携もあり、増収となりました。  

ｂ．びん・容器輸送は、健康志向や薬事法の改正等によりドリンク剤容器の輸送量が増加いたしましたが、主力

の酒類びん等の輸送量が減少し、全体では減収となりました。  

この結果、第１営業部門の売上高は、前年同期比0.8％増となりました。  

第２営業部門 

ａ．石油輸送は、低燃費車の普及と自動車販売の頭打ちに加えて燃料費の上昇もあり、輸送量は減少傾向にあり

ますが、新輸送システムにより当社輸送量は増加し、増収となりました。  

ｂ．化成品輸送は、中国・アジアで販売量が増加し、輸送量は増加傾向にあることに加え、荷主の輸送品質の見

直しにより担当地域が増加し、増収となりました。  

ｃ．セメント輸送は、震災地の復興・復旧で荷主からの協力要請等により、宮城県に大幅増車して進出をいたし

ましたことに加え、事前防災減災のための国土強靭化の推進が制定され輸送量が増加し、増収となりました。

ｄ．その他輸送は、小型車の専属契約で、不況のため減車要請があり、減収となりました。  

この結果、第２営業部門の売上高は、前年同期比6.0％増となりました。  

以上から、当貨物自動車運送事業の売上高は、関連業務の荷役・保管作業収入を含め、 千円（前

年同期比1.8％増）となり、セグメント利益は 千円（前年同期比114.2％増）となりました。  

（商品販売事業） 

ａ．当事業の主力販売品である石油製品は、３ＰＬ事業による取引先拡大や、重油等の低迷していた販売品が備

蓄用需要の高まりで上乗せになりましたことに加え、単価の上昇もあり、増収となりました。  

ｂ．セメント販売につきましては、首都圏で公共工事や大型の民間事業物件の大型受注が成約しましたので、大

幅な増収となりました。  

ｃ．車両販売等につきましては、エコカー補助金終了による影響を受け減収となり、新規事業のソフトウエア販

売等を加えても減収となりました。  

この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比14.4％増）となり、セグメント利益は 千

円（前年同期比11.4％増）となりました。  

（不動産賃貸事業） 

ａ．当社提供施設につきましては、テナントビルの一部と東北施設で一時空室が発生しましたが、草加施設と東

部北陸物流センターの高稼働により増収となりました。  

ｂ．借上施設につきましては、主たる契約先に変動がありませんでしたが、期間限定の事業用提供施設で契約が

整わず減収となりました。  

この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比1.7％減）となり、セグメント利益は 千

円（前年同期比10.1％増）となりました。  

（その他事業） 

ａ．自動車整備業につきましては、登録台数の減少により車検・整備車両が減少し、減収となりました。  

ｂ．損害保険代理業等につきましては、自動車保険や火災保険等の契約更新が大口契約で不調に終わり、減収と

なりました。  

１．経営成績・財政状態に関する分析

11,485,539
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 この結果、当事業の売上高は、 千円（前年同期比17.1％減）となり、セグメント利益は 千円

（前年同期比27.1％減）となりました。   

  

当事業年度売上高の構成 

  

 ② 次期の見通し 

今後の景況につきましては、輸出関連事業や震災関連事業の需要が回復する見通しとなってまいりましたが、当

社が関連する貨物輸送の内、石油・びん・容器・飲料関連事業の輸送は、荷主が合理化方針を打ち出しております

ので、輸送量は減少する見通しであり、化成品・セメント輸送は増加傾向にありますので、増車を予定しておりま

す。 

特にセメント輸送につきましては、前述のとおり、宮城県仙台市の出張所を営業所に格上する計画であります。

   また、輸送量減少傾向にある事業につきましては、新輸送システムによる取引の拡大と化成品輸送等に転換して

まいります。加えて、大型化（トレーラー化）の推進によって、複合ＴＬＳ（東部ネットワークロジスティクスシ

ステム）による合理化を図るとともに、新たな市場への進出を志向してまいります。 

   さらに第101期は、当社創立70周年を迎えますので、100周年を目指しての出発点と位置づけ、全社一丸となって

この難局に立ち向かってまいります。   

以上を踏まえ、次期の業績予想につきましては、売上高 千円（前年同期比0.6％増）、営業利益

千円（同0.7％増）、経常利益 千円（同0.8％増）、当期純利益 千円（同0.8％増）を見込ん

でおります。  

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当事業年度末の流動資産は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いたしま

した。 

これは主に、現金及び預金が 千円、営業未収入金が 千円それぞれ増加したことによるものであり

ます。 

（固定資産） 

当事業年度末の固定資産は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円減少いたしま

した。これは、上場株式の時価評価差益の増加等により投資その他の資産が 千円増加した一方で、有形固

定資産が 千円、無形固定資産が 千円それぞれ減少したことによるものであります。 

この結果、資産合計で 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いたしまし

た。 

（流動負債） 

当事業年度末の流動負債は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いたしま

した。これは主に、営業未払金が 千円、未払消費税等が 千円それぞれ減少した一方で、支払手形が

千円、未払金が 千円、未払法人税等が 千円それぞれ増加したことによるものであります。 

（固定負債） 

当事業年度末の固定負債は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いたしまし

た。 

これは主に、預り建設協力金が 千円減少した一方で、繰延税金負債が 千円増加したことによるもの

であります。 

この結果、負債合計で 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いたしました。 

（純資産） 

当事業年度末の純資産合計は、 千円（前事業年度末 千円）となり、 千円増加いた

しました。これは、当期純利益 千円及び剰余金の配当 千円により利益剰余金が 千円、その他

有価証券評価差額金が 千円それぞれ増加したことによるものであります。 

73,298 28,285

事 業 区 分 売 上 高 構 成 比 

  

貨物自動車運送事業 

商品販売事業 

不動産賃貸事業 

その他事業 

千円 

 

 

 

 

7,523,524

2,679,809

1,208,908

73,298

％ 

 

 

 

 

65.5

23.3

10.5

0.7

合    計  11,485,539  100.0

11,550,556

808,202 851,910 525,521

4,428,745 3,619,459 809,286

766,604 34,238

14,247,397 14,275,784 28,386

105,695

98,742 35,339

18,676,143 17,895,243 780,899

1,622,081 1,425,167 196,913

72,877 35,214

107,972 84,084 110,201

2,557,192 2,530,513 26,678

26,632 51,409

4,179,273 3,955,680 223,592

14,496,870 13,939,562 557,307

521,496 82,286 439,210

118,143
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② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末に比べ 千円増加

し、 千円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、営業活動の結果得られた資金は、 千円（前年同期比14.4％増）となりました。

主な増加要因は、税引前当期純利益 千円、減価償却費 千円などであり、主な減少要因は、売上債権

の増加額 千円、その他の負債の減少額 千円、法人税等の支払額 千円などによるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、投資活動の結果支出した資金は、 千円（前年同期比56.6％減）となりました。主

な減少要因は、定期預金の預入による支出 千円、有形固定資産の取得による支出 千円、無形固定資

産の取得による支出 千円などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、財務活動の結果支出した資金は、 千円（前年同期比0.1％増）となりました。主な

減少要因は、配当金の支払額などであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

  

 (3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付けており、継続的かつ安定的で適正

な利益配分に取り組んでいくことを基本方針としております。利益配当につきましては、経営環境や業績等を総合

的に勘案して決定してまいりたいと考えております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度の配当につきましては、平成25年３月26日に公表いたしました配当予想の修正のとおり、期末配当を

12円50銭とし、１株当たり年間20円の配当とさせていただく予定であります。 

次期の予想配当に関しましては、１株当たり年間20円（中間配当７円50銭、期末配当12円50銭）を予定しており

ます。 

内部留保金の使途につきましては、輸送力の更新・強化、事業施設の拡充及び環境問題への対応や今後の事業展

開のために有効投資し、経営基盤の一層の強化に努め、事業拡大を図る方針であります。 

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。  

566,604

2,819,598

1,080,287

860,261 579,157

58,011 55,802 242,100

431,349

100,000 289,084

39,900

82,332

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％） 77.2 77.4 76.5 77.9 77.6 

時価ベースの自己資本比率

（％） 
17.1 19.2 17.8 18.3 24.6 

キャッシュ・フロー対有利子負
債比率（％） 

21.7 26.7 29.3 35.7 28.8 

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ（倍） 
206.4 219.1 154.2 150.1 165.3 
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 (4）事業等のリスク 

   当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものが想定されます。 

① 取引先との集中度について 

特定の取引先(荷主)に係る集中度につきましては、売上高の10％を超える取引先が３社あります。上位３社

との取引関係は良好かつ安定的に推移しておりますが、当業界における環境の変化、または予期せぬ事象等に

より契約解消となった場合には、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

このリスク管理として、各事業所の特定荷主に特化してきた事業体制を複合化物流システムに切り替え、集

中度の緩和に努めてまいります。 

② Ｍ＆Ａ、資本提携等について 

当社は、既存の事業基盤にシナジー効果が期待できる事業へのＭ＆Ａ（企業の合併・買収）や資本提携を行

う可能性があります。実施に際しては事前の投資分析・精査等十分な検討を行いますが、買収提携後において

予め想定しなかった結果が生じ、事業計画が当初計画どおり進捗せずに当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

③ 自然災害について 

地震、風水害などの自然災害が発生した場合、当社が保有している賃貸商業設備、物流施設、営業所等の損

壊被害に加え、電力、道路などの社会インフラ機能の低下により、当社の事業運営に直接的または間接的に影

響を受ける可能性があります。災害対策については、防災マニュアル等の整備に努めておりますが、被害を完

全に回避できるものではなく、当社の業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

④ 天候の変動について 

当社が輸送している商品には、天候によって出荷量が左右されるものがあります。特に異常気象や天候不順

による冷夏または暖冬等が発生した場合は、各輸送部門において、輸送数量の減少につながるため、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 輸送コストの上昇について 

当社は、貨物自動車運送事業を主体とすることから、事業遂行にあたり燃料の使用が不可欠であります。 

今現在、安定的かつ適正価格で供給を受けており、また、燃料費の上昇を転嫁する取組みを行っておりま

す。しかしながら、世界の石油情勢の変動により大幅に燃料費が高騰した場合は、輸送コストが上昇し、当社

の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

⑥ 重大な事故の発生について 

当社は、大型トレーラー及び特殊車両等により種々の製品の輸送業務を行っており、安全と輸送品質の向上

に努め、徹底した運行管理を実施しております。しかしながら、重大な事故が発生した場合、取引先の信頼及

び社会的信用が低下するとともに、営業停止等の行政処分を受ける可能性があります。これらの事象は、当社

の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 法的規制について 

当社の貨物自動車運送事業は、各種の法的規制（貨物自動車運送事業法、貨物利用運送事業法等）を受けて

おります。今後、規制内容の変更・強化が生じた場合にはコストの増加等により、当社の事業展開及び業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

⑧ 不動産賃貸事業について 

賃貸施設である自社ビル等自社賃貸施設及び借上転貸施設は、現在、問題なく稼働しておりますが、既存テ

ナントの解約や契約更新がなされない場合、あるいは賃料の減額要請等があった場合、賃料収入が減少し、当

社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

当社では全ての賃貸施設の稼働を維持し、継続的な収益の確保に努めてまいります。 

⑨ 貸倒れリスク（信用リスク）について 

売上債権、貸付債権等の貸倒損失に備えるため、適正に貸倒引当金を計上しておりますが、取引先の信用悪

化等により貸倒損失が発生することや、貸倒引当金の追加引当によって業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

当社では不良債権の発生抑止のため、取引先毎に与信管理を徹底するとともに債権回収会議を毎月開催し、

リスク管理に努めております。 

⑩ システム関連について 

当社では、業務運営の効率化や他社との差別化を図るため積極的にＩＴ化を推進しており、主力事業の貨物

自動車運送事業においては、コンピュータによる管理・運営の依存度がますます高まってきております。 

今後、業務上使用するコンピュータシステムや回線に重大な不具合、災害等による障害が発生した場合、そ

の障害の規模によっては業務に支障をきたし、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑪ 個人情報の管理について 

当社は、個人情報保護法により定められた個人情報の漏洩防止のため、「個人情報保護管理規程」及び「電

子計算処理データ保護管理規程」を定め個人情報保護の周知徹底を図っております。しかしながら、情報化社

会における個人情報を取り巻く環境は多様化しており、予期せぬ事態により個人情報が漏洩した場合には、当

社の社会的信用の低下や対応のために発生する費用などにより業績に影響を及ぼす可能性があります。  
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当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（東部ネットワーク株式会社）及び子会社１社により構成され

ており、貨物自動車運送事業、商品販売事業、不動産賃貸事業及びその他事業（自動車整備業、損保代理業等）を主

な事業内容としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

(1) 貨物自動車運送事業………当社及び子会社の相模新栄運送株式会社が行っております。 

 (2) 商品販売事業（石油製品の販売、セメントの販売、車両等の販売）……当社のみが行っております。 

(3) 不動産賃貸事業………当社のみが行っております。 

(4) その他事業 

自動車整備業等……当社のみが行っております。 

  

［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。  

 
   

(1）会社の経営の基本方針、(2）目標とする経営指標、(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

平成23年３月期決算短信（平成23年５月13日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。  

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.tohbu.co.jp/ir/library/ 

（大阪証券取引所ホームページ（ジャスダック銘柄情報検索ページ）） 

http://www.ose.or.jp/jasdaq  

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,252,994 3,019,598

受取手形 27,376 51,149

営業未収入金 1,141,263 1,175,502

原材料及び貯蔵品 30,311 28,177

前払費用 103,290 90,148

繰延税金資産 51,864 50,988

その他 16,253 17,257

貸倒引当金 △3,895 △4,077

流動資産合計 3,619,459 4,428,745

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  6,663,228 ※1  6,688,417

減価償却累計額 △3,043,114 △3,238,407

建物（純額） ※1  3,620,113 ※1  3,450,010

構築物 ※1  968,778 ※1  981,011

減価償却累計額 △639,927 △694,066

構築物（純額） ※1  328,851 ※1  286,944

機械及び装置 289,128 290,848

減価償却累計額 △236,890 △243,999

機械及び装置（純額） 52,237 46,849

車両運搬具 3,873,088 4,129,132

減価償却累計額 △3,621,082 △3,752,229

車両運搬具（純額） 252,006 376,902

工具、器具及び備品 227,351 231,090

減価償却累計額 △199,225 △209,203

工具、器具及び備品（純額） 28,125 21,886

土地 ※1,※2  7,520,861 ※1,※2  7,520,861

有形固定資産合計 11,802,196 11,703,454

無形固定資産   

ソフトウエア 142,348 100,725

ソフトウエア仮勘定 13,543 19,950

その他 11,146 11,024

無形固定資産合計 167,038 131,699

投資その他の資産   

投資有価証券 682,067 886,780

関係会社株式 22,102 22,102

長期前払費用 46,723 48,722

長期預金 100,000 －
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

保険積立金 15,087 17,610

差入保証金 1,429,180 1,429,040

その他 11,391 10,887

貸倒引当金 △4 △2,899

投資その他の資産合計 2,306,548 2,412,243

固定資産合計 14,275,784 14,247,397

資産合計 17,895,243 18,676,143

負債の部   

流動負債   

支払手形 23,669 131,642

営業未払金 759,820 686,942

未払金 52,003 136,045

未払費用 180,915 175,663

未払法人税等 113,256 223,457

未払消費税等 88,443 53,228

前受金 91,387 92,451

預り金 24,452 26,265

賞与引当金 69,574 72,223

役員賞与引当金 21,040 23,590

割賦利益繰延 604 570

流動負債合計 1,425,167 1,622,081

固定負債   

預り建設協力金 344,981 318,348

繰延税金負債 1,092,521 1,143,931

再評価に係る繰延税金負債 ※2  123,215 ※2  123,215

退職給付引当金 4,753 7,190

役員退職慰労引当金 93,700 103,650

長期前受金 64,812 59,264

長期預り保証金 ※1  794,621 ※1  787,523

資産除去債務 11,908 14,069

固定負債合計 2,530,513 2,557,192

負債合計 3,955,680 4,179,273
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 553,031 553,031

資本剰余金   

資本準備金 527,524 527,524

その他資本剰余金 197 197

資本剰余金合計 527,722 527,722

利益剰余金   

利益準備金 89,411 89,411

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 1,980,578 1,967,977

別途積立金 10,502,160 10,752,160

繰越利益剰余金 829,145 1,030,956

利益剰余金合計 13,401,295 13,840,505

自己株式 △194,955 △195,002

株主資本合計 14,287,092 14,726,256

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 102,271 220,415

土地再評価差額金 ※2  △449,801 ※2  △449,801

評価・換算差額等合計 △347,530 △229,386

純資産合計 13,939,562 14,496,870

負債純資産合計 17,895,243 18,676,143
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

売上高   

営業収益   

運送収入 7,390,137 7,523,524

不動産賃貸収入 1,229,451 1,208,908

その他の事業収入 88,470 73,298

営業収益合計 8,708,059 8,805,730

商品売上高 2,342,868 2,679,809

売上高合計 11,050,928 11,485,539

売上原価   

営業原価   

運送事業費 7,069,851 6,946,201

不動産賃貸費用 754,234 687,577

その他の事業費用 43,223 38,845

営業原価合計 7,867,308 7,672,625

商品売上原価 2,317,391 2,652,359

売上原価合計 10,184,699 10,324,985

売上総利益 866,228 1,160,554

割賦売上利益調整   

割賦販売未実現利益戻入額 933 399

割賦販売未実現利益繰入額 399 333

割賦売上利益調整額 534 65

差引売上総利益 866,762 1,160,620

販売費及び一般管理費   

役員報酬 60,630 63,840

給料及び手当 101,374 84,806

賞与 13,898 11,802

賞与引当金繰入額 6,409 5,306

役員賞与引当金繰入額 21,040 23,590

退職給付費用 2,815 2,485

役員退職慰労引当金繰入額 9,100 9,950

法定福利費 22,705 19,868

福利厚生費 3,385 3,457

減価償却費 15,187 16,279

租税公課 16,103 16,884

支払手数料 32,355 33,480

貸倒引当金繰入額 437 180

保険料 2,144 20,230

その他 53,874 45,872

販売費及び一般管理費合計 361,461 358,036

営業利益 505,300 802,584
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 604 844

有価証券利息 144 26

受取配当金 24,090 20,783

車両賃貸料 600 －

受取割戻金 4,485 5,813

受取事務手数料 ※1  5,874 ※1  5,836

補助金収入 6,306 9,606

その他 7,836 6,268

営業外収益合計 49,943 49,180

営業外費用   

支払利息 6,287 6,533

貸与資産減価償却費 351 －

その他 2 10

営業外費用合計 6,641 6,544

経常利益 548,603 845,220

特別利益   

固定資産売却益 ※2  35,969 ※2  18,343

特別利益合計 35,969 18,343

特別損失   

固定資産売却損 ※3  － ※3  83

固定資産除却損 ※4  140 ※4  22

減損損失 ※5  39,903 ※5  －

ゴルフ会員権評価損 － 300

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 － 2,896

特別損失合計 40,044 3,302

税引前当期純利益 544,528 860,261

法人税、住民税及び事業税 266,790 350,936

法人税等調整額 △170,573 △12,172

法人税等合計 96,216 338,764

当期純利益 448,311 521,496
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１ 営業原価 

(1）運送事業費 

(2）不動産賃貸費用 

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 人件費          1,888,016  26.7        1,901,292  27.4

(うち賞与引当金繰入額)         (62,546)             (66,466)      

(うち退職給付費用)         (15,813)             (17,611)      

Ⅱ 経費                                      

傭車料    3,125,990              2,743,754            

減価償却費    422,880              347,386            

その他    1,632,963  5,181,834  73.3  1,953,767  5,044,909  72.6

営業原価          7,069,851  100.0        6,946,201  100.0

    
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 経費                                      

減価償却費    226,317              209,177            

賃貸用施設借上料    369,002              345,988            

その他    158,914  754,234  100.0  132,412  687,577  100.0

営業原価          754,234  100.0        687,577  100.0
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(3）その他の事業費用 

２ 商品売上原価 

    
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅰ 人件費          16,335  37.8        12,860  33.1

(うち賞与引当金繰入額)         (618)             (449)      

(うち退職給付費用)         (172)             (148)      

Ⅱ 経費                                      

減価償却費    723              495            

その他    26,163  26,887  62.2  25,489  25,984  66.9

営業原価          43,223  100.0        38,845  100.0

    
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 期首商品棚卸高    －  －

Ⅱ 当期商品仕入高    2,317,391  2,652,359

合計    2,317,391  2,652,359

Ⅲ 期末商品棚卸高    －  －

商品売上原価    2,317,391  2,652,359
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 553,031 553,031

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 553,031 553,031

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 527,524 527,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 527,524 527,524

その他資本剰余金   

当期首残高 197 197

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 197 197

資本剰余金合計   

当期首残高 527,722 527,722

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 527,722 527,722

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 89,411 89,411

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 89,411 89,411

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 1,841,603 1,980,578

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △12,801 △12,601

実効税率変更による固定資産圧縮積
立金の増加

151,776 －

当期変動額合計 138,974 △12,601

当期末残高 1,980,578 1,967,977

別途積立金   

当期首残高 10,252,160 10,502,160

当期変動額   

別途積立金の積立 250,000 250,000
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当期変動額合計 250,000 250,000

当期末残高 10,502,160 10,752,160

繰越利益剰余金   

当期首残高 839,211 829,145

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 12,801 12,601

実効税率変更による固定資産圧縮積
立金の増加 △151,776 －

別途積立金の積立 △250,000 △250,000

剰余金の配当 △82,286 △82,286

当期純利益 448,311 521,496

土地再評価差額金の取崩 12,883 －

当期変動額合計 △10,066 201,811

当期末残高 829,145 1,030,956

利益剰余金合計   

当期首残高 13,022,386 13,401,295

当期変動額   

剰余金の配当 △82,286 △82,286

当期純利益 448,311 521,496

土地再評価差額金の取崩 12,883 －

当期変動額合計 378,908 439,210

当期末残高 13,401,295 13,840,505

自己株式   

当期首残高 △194,955 △194,955

当期変動額   

自己株式の取得 － △46

当期変動額合計 － △46

当期末残高 △194,955 △195,002

株主資本合計   

当期首残高 13,908,184 14,287,092

当期変動額   

剰余金の配当 △82,286 △82,286

当期純利益 448,311 521,496

自己株式の取得 － △46

土地再評価差額金の取崩 12,883 －

当期変動額合計 378,908 439,163

当期末残高 14,287,092 14,726,256
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 110,506 102,271

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,234 118,143

当期変動額合計 △8,234 118,143

当期末残高 102,271 220,415

土地再評価差額金   

当期首残高 △455,366 △449,801

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,564 －

当期変動額合計 5,564 －

当期末残高 △449,801 △449,801

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △344,860 △347,530

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,670 118,143

当期変動額合計 △2,670 118,143

当期末残高 △347,530 △229,386

純資産合計   

当期首残高 13,563,324 13,939,562

当期変動額   

剰余金の配当 △82,286 △82,286

当期純利益 448,311 521,496

自己株式の取得 － △46

土地再評価差額金の取崩 12,883 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,670 118,143

当期変動額合計 376,238 557,307

当期末残高 13,939,562 14,496,870
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 544,528 860,261

減価償却費 671,279 579,157

減損損失 39,903 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 437 3,076

賞与引当金の増減額（△は減少） △174 2,648

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △980 2,550

退職給付引当金の増減額（△は減少） △687 2,437

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,400 9,950

受取利息及び受取配当金 △24,840 △21,654

支払利息 6,287 6,533

固定資産売却損益（△は益） △35,969 △18,259

固定資産除却損 140 22

ゴルフ会員権評価損 － 300

売上債権の増減額（△は増加） △128,825 △58,011

仕入債務の増減額（△は減少） 50,973 35,094

預り保証金の増減額（△は減少） △8,166 △7,097

未払消費税等の増減額（△は減少） 92,958 △34,569

その他の資産の増減額（△は増加） △85,296 689

その他の負債の増減額（△は減少） 113,881 △55,802

小計 1,243,850 1,307,326

利息及び配当金の受取額 24,853 21,594

利息の支払額 △6,287 △6,533

法人税等の支払額 △318,487 △242,100

営業活動によるキャッシュ・フロー 943,929 1,080,287

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △100,000

有形固定資産の取得による支出 △475,492 △289,084

有形固定資産の売却による収入 37,911 19,643

無形固定資産の取得による支出 △70,000 △39,900

投資有価証券の取得による支出 △1,360 △22,110

投資有価証券の償還による収入 20,000 －

貸付けによる支出 △5,388 △5,010

貸付金の回収による収入 4,821 5,112

差入保証金の差入による支出 △504,111 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △993,619 △431,349

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △46

配当金の支払額 △82,286 △82,286

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,286 △82,332
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △131,976 566,604

現金及び現金同等物の期首残高 2,384,970 2,252,994

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,252,994 ※1  2,819,598
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該当事項はありません。   

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。  

(2）子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。  

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物    ６～50年 

車両運搬具 ２～６年 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

(3）長期前払費用 

 均等償却を行っております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上して

おります。 

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

５．収益及び費用の計上基準 

 割賦販売品の売上高及び売上原価の計上は、他の販売品と同様引渡基準によっておりますが、その販売利益

の実現については割賦金の回収期限到来の日を以て、計上しております。 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(5）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）
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７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業

年度の費用として処理しております。 

  

（減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の減価償却費が 千円減少し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ 千円増加しております。 

  

（損益計算書） 

前事業年度において、販売費及び一般管理費の「その他」に含めていた「保険料」は、販売費及び一般管理費の100

分の5を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、販売費及び一般管理費の「その他」に表示していた 千円は、

「保険料」 千円、「その他」 千円として組み替えております。  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

21,180

21,180

（表示方法の変更）

2,144

2,144 53,874

東部ネットワーク㈱（9036） 平成25年3月期決算短信[日本基準] （非連結）

－ 21 －



※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行っております。 

なお、税効果会計考慮後の再評価差額は、「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法…「土地再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。 

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日  

  

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

建物  千円 44,234 千円 41,426

構築物   4,685  4,405

土地   347,150  347,150

計  396,070  392,982

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

長期預り保証金  千円 188,641 千円 188,641

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

再評価を行った土地の期末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 
千円△1,965,888 千円△1,989,381

上記差額のうち賃貸等不動産に係るも

の 
千円 △1,262,780 千円 △1,273,296

（損益計算書関係）

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日）  

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日）  

受取事務手数料 千円 4,800 千円 4,800

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日）  

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日）  

車両運搬具 千円 35,969 千円 18,343
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※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※５ 減損損失  

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、管理会計上の事業所単位を基本に資産のグルーピング

を行っており、遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

東日本大震災の影響による不動産価格の大幅な下落により、該当の著しく低下した固定資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、当事業年度末における回収可能価額の算定は正味売却価額により測定しており、合理的な評価方法により

時価を算定しております。  

  

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

該当事項はありません。   

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

車両運搬具 千円 － 千円 83

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

機械及び装置  56  0

工具、器具及び備品  83  22

計  140  22

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円）  

茨城県神栖市  営業所  土地    39,903

東部ネットワーク㈱（9036） 平成25年3月期決算短信[日本基準] （非連結）

－ 23 －



前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りよる増加0千株であります。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株
式数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式  5,749  －  －  5,749

合計  5,749  －  －  5,749

自己株式         

普通株式  263  －  －  263

合計  263  －  －  263

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  41,143  7.50 平成23年３月31日 平成23年６月29日 

平成23年11月４日 

取締役会 
普通株式  41,143  7.50 平成23年９月30日 平成23年12月９日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  41,143 利益剰余金  7.50 平成24年３月31日 平成24年６月27日

  
当事業年度期首株
式数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式  5,749  －  －  5,749

合計  5,749  －  －  5,749

自己株式         

普通株式  263  0  －  263

合計  263  0  －  263
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２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 ２ 重要な非資金取引の内容 

１．オペレーティング・リース取引（借主側） 
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  41,143  7.50 平成24年３月31日 平成24年６月27日 

平成24年11月６日 

取締役会 
普通株式  41,143  7.50 平成24年９月30日 平成24年12月７日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  68,571 利益剰余金  12.50 平成25年３月31日 平成25年６月27日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

    
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

  現金及び預金勘定 千円 2,252,994 千円 3,019,598

  預入期間が３か月を超える定期預金 千円 － 千円 △200,000

  現金及び現金同等物  2,252,994  2,819,598

    
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

  有形固定資産の取得に伴う資産除去債務の額 千円 10,238 千円 1,969

（リース取引関係）

  （単位：千円）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

１年内  625,997  625,997

１年超  5,264,943  4,638,945

合計  5,890,940  5,264,943

  （単位：千円）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

１年内  447,893  158,278

１年超  1,843,531  1,337,714

合計  2,291,424  1,495,993
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１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社は設備投資計画に照らして、必要な資金は全額自己資金により充当しており、借入による資金調達は行って

おりませんが、借入が必要となる場合には、主に銀行借入による方針となっております。 

また、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な金融商品取引は行わない方針であります。 

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である営業未収入金は、取引先の信用リスクに晒されています。 

当該リスクに関しては、当社の営業管理規程に従い、各部署の管理責任者は、経理部作成の回収予定推移表によ

って、取引先ごとの期日管理、残高管理及び与信限度額管理を行っております。これにより、保有債権の早期回収

を図るとともに、不良債権の発生を未然に防止する対策を講じております。 

有価証券及び投資有価証券は満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格に晒さ

れていますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

差入保証金は、不動産の賃貸借契約等に基づく金銭の差入であり、差入先の信用リスクに晒されております。当

該リスクについては、相手先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等の早期把握によりリスク軽減を

図っております。 

営業債務である営業未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

預り建設協力金及び長期預り保証金は、不動産の賃貸借契約に際し、賃借人より保証金として受領する預り金で

あります。 

また、営業債務、預り建設協力金、長期預り保証金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では各部署から

の報告に基づき資金収支予算表を作成するとともに、経理部が当座預金等日別残高表を作成・更新するなどによ

り、必要な手許流動性預金の管理をしております。 

  

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。 

   

(4）信用リスクの集中  

決算日現在における営業債権のうち前事業年度39.2％、当事業年度38.3％は特定の大口顧客に対するものであり

ます。  

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

  貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

前事業年度（平成24年３月31日） 

（金融商品関係）

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  2,252,994  2,252,994  －

(2）営業未収入金  1,141,263  1,141,232  △31

(3）有価証券及び投資有価証券    

 その他有価証券  652,027    652,027    －

(4）差入保証金  1,317,538    1,081,161    △236,377

 資産計  5,363,823  5,127,414  △236,409

(1）営業未払金  759,820  759,820  －

(2）預り建設協力金  344,981  351,074  6,092

(3）長期預り保証金  794,621  767,322  △27,299

負債計  1,899,423  1,878,216  △21,206
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当事業年度（平成25年３月31日） 

   

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資  産 

(1）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(2）営業未収入金  

これらは短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。割賦債権については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間

及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。  

なお、営業未収入金の貸借対照表計上額には割賦債権の金利部分が含まれており、当該金利部分は割賦

利益繰延として繰延処理され流動負債に計上しております。  

(3）有価証券及び投資有価証券  

これらの時価について、株式及び債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によって

おります。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照

下さい。 

(4）差入保証金 

これらの時価は、賃貸借契約等に基づく賃借期間を返還期限として区分した債権ごとに、信用リスクを

加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

負  債 

(1）営業未払金  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 (2）預り建設協力金、(3）長期預り保証金  

これらの時価は、返還期間ごとに区分した債務ごとに、信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価

値により算定しております。 

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  3,019,598  3,019,598  －

(2）営業未収入金  1,175,502  1,175,457  △45

(3）有価証券及び投資有価証券    

 その他有価証券  856,740    856,740    －

(4）差入保証金  1,317,119    1,147,959    △169,159

 資産計  6,368,960  6,199,755  △169,205

(1）営業未払金  686,942  686,942  －

(2）預り建設協力金  318,348  334,249  15,901

(3）長期預り保証金  787,523  772,310  △15,213

負債計  1,792,815  1,793,503  688
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式、関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。また、一部の差入保証金は、返済スケ

ジュールが未確定で将来キャッシュ・フローを見積ることができず時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、時価開示の対象とはしておりません。 

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成24年３月31日） 

   

当事業年度（平成25年３月31日） 

   

４．預り建設協力金の決算日後の返済予定額 

前事業年度（平成24年３月31日） 

  

当事業年度（平成25年３月31日） 

  

  （単位：千円）

区分  
前事業年度  

（平成24年３月31日） 
当事業年度  

（平成25年３月31日） 

非上場株式  30,040  30,040

関係会社株式  22,102  22,102

差入保証金   111,642  111,921

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金  2,249,832  －  －  －

営業未収入金  1,139,181  2,082  －  －

合計  3,389,013  2,082  －  －

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金  3,015,886  －  －  －

営業未収入金  1,171,598  3,904  －  －

合計  4,187,484  3,904  －  －

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

預り建設協力金   26,632  111,954  129,568  76,824

  
１年以内 
（千円） 

１年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

預り建設協力金  27,164  113,742  103,666  73,775
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１．満期保有目的の債券 

前事業年度（平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

２．子会社株式 

  子会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は関係会社株式22,102千円、前事業年度の貸借対照表計上額は関係会

社株式22,102千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しており

ません。 

  

３．その他有価証券 

前事業年度（平成24年３月31日） 

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 30,040千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。  

  

当事業年度（平成25年３月31日） 

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 30,040千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。  

（有価証券関係）

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式  385,912  210,504  175,408

小計  385,912  210,504  175,408

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株式  266,114  283,452  △17,337

小計  266,114  283,452  △17,337

合計  652,027  493,956  158,070

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式  667,530  320,668  346,862

小計  667,530  320,668  346,862

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株式  189,209  195,398  △6,189

小計  189,209  195,398  △6,189

合計  856,740  516,067  340,673
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前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。  

当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。  

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度と確定給付型の制度として退職差額一時金制度を導入しており

ます。 

 なお、当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

    
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当事業年度 

（平成25年３月31日） 

(1）退職給付債務（千円）  △4,753  △7,190

(2）年金資産（千円）  －  －

(3）退職給付引当金(1)＋(2)（千円）  △4,753  △7,190

３．退職給付費用に関する事項  

  
前事業年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

退職給付費用（千円）  18,800  20,245

勤務費用等（千円）  2,046  3,942

確定拠出年金掛金（千円）  16,754  16,303

（ストック・オプション等関係）
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  

（税効果会計関係）

  前事業年度 
（平成24年３月31日） 

  当事業年度 
（平成25年３月31日） 

繰延税金資産   

貸倒引当金 千円 1,470   千円 2,560

賞与引当金  26,229    27,228

退職給付引当金  1,757    2,611

役員退職慰労引当金  33,088    36,613

減損損失  14,086    14,086

未払事業税  8,895    17,947

未払事業所税  286    286

一括償却資産  581    502

投資有価証券評価損  27,565    27,565

土地再評価差額金  847,530    847,530

その他  40,829    33,233

繰延税金資産小計  1,002,319    1,010,165

評価性引当額  △280,151    △281,491

繰延税金資産計  722,168    728,673

繰延税金負債       

固定資産圧縮積立金  △1,082,741    △1,075,116

その他有価証券評価差額金  △55,798    △120,257

土地再評価差額金  △732,244    △732,244

その他  △15,254    △17,213

繰延税金負債計  △1,886,039    △1,944,831

繰延税金資産（負債）の純額  △1,163,871    △1,216,157

  前事業年度 
（平成24年３月31日）

当事業年度 
（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.3 法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間の差異が法定実効税率

の100分の５以下であるため注記を省略し

ております。 

  

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.9

住民税均等割  0.8

税率変更に伴う影響額  △26.1

評価性引当額の増減   1.2

その他  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率  17.7
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前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

 該当事項はありません。 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

イ  当該資産除去債務の概要 

  厚木物流センター及び東部海老名物流センターの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。  

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法 

１．厚木物流センター 

使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は1.360％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。 

２．東部海老名物流センター 

使用見込期間を取得から15年から20年と見積り、割引率は1.348％から1.694％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。 

ハ  当該資産除去債務の総額の増減 

  

（持分法損益等）

（資産除去債務関係）

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

期首残高 千円 1,597 千円 11,908

有形固定資産の取得に伴う増加額  10,238  1,969

時の経過による調整額  72  191

期末残高  11,908  14,069
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前事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

当社では、神奈川県及びその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや物流センタ

ー等の各種賃貸商業施設を所有しております。 

これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：千円）

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。  

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は草加施設建替えに伴う建設工事等（143,695千円）、東部北陸物流セ

ンター追加工事（24,500千円）、東部ビル空調工事（9,700千円）、減少額は減価償却費（214,622千円）で

あります。 

３．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」に基づく

金額（指標等を用いて自社で調整を行ったものを含む。）、その他の物件については「不動産鑑定評価基

準」に定める手法を一部省略した評価に基づき、適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて

自社で算定した金額によっております。 

  また、賃貸等不動産に関する平成24年３月期における損益は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

(注)   不動産賃貸収入及び不動産賃貸費用（施設管理費、減価償却費、租税公課等）は、それぞれ「営業収益」及

び「営業原価」に計上されております。 

  

当事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

当社では、神奈川県及びその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや物流センタ

ー等の各種賃貸商業施設を所有しております。 

これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：千円）

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。  

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は厚木店舗増築工事（13,003千円）、東部ヨコハマビル中央監視装置

工事（12,663千円）、減少額は減価償却費（201,991千円）であります。 

３．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、

その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に定める手法を一部省略した評価に基づき、適切に市場価

格を反映していると考えられる指標を用いて自社で算定した金額によっております。 

また、当事業年度において新規取得したものについては、適切に市場価格を反映していると考えられる指標

を用いて自社で時価を算定しております。  

  また、賃貸等不動産に関する平成25年３月期における損益は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

(注)   不動産賃貸収入及び不動産賃貸費用（施設管理費、減価償却費、租税公課等）は、それぞれ「営業収益」及

び「営業原価」に計上されております。 

（賃貸等不動産関係）

貸借対照表計上額 
当事業年度末の時価  

 当事業年度期首残高  当事業年度増減額  当事業年度末残高 

 8,171,217 △36,726 8,134,490 7,190,308

損益計算書における金額 

 不動産賃貸収入  不動産賃貸費用  差額  その他損益 

 785,410 368,284 417,125 －

貸借対照表計上額 
当事業年度末の時価  

 当事業年度期首残高  当事業年度増減額  当事業年度末残高 

 8,134,490 △176,324 7,958,166 7,264,297

損益計算書における金額 

 不動産賃貸収入  不動産賃貸費用  差額  その他損益 

 795,844 334,875 460,968 －
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１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に営業本部と管理本部を置き、製品・サービスを扱う各事業部門を統括管理し、新規事業の開発等、

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがいまして、当社は、営業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貨物自動

車運送事業」、「商品販売事業」、「不動産賃貸事業」、「その他事業」の４つを報告セグメントとしております。

「貨物自動車運送事業」は、当社の主たる事業として、関東圏を中心に東北圏から近畿圏に輸送ネットワークを持

ち、各種製品の輸送サービスを提供しております。「商品販売事業」は、主に石油製品、セメント及び車両等の販売

をしております。「不動産賃貸事業」は、賃貸オフィスビルや物流センター等の各種賃貸商業施設を提供しておりま

す。「その他事業」は、自動車整備業及び損保代理業等であります。自動車整備業は、自社整備工場を保有し、民間

車検、車両修理・整備等のサービスを提供しております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。  

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△261,860千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。 

（2）セグメント資産の調整額3,348,067千円は、各報告セグメントに帰属しない全社資産で、主に預金及び

本社に係る固定資産であります。  

（3）減価償却費の調整額15,187千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額16,466千円は、会計給与システム等であります。  

２．報告セグメント利益の合計額は、財務諸表計上額（営業利益）と一致しております。 

３．減価償却費には長期前払費用の償却が含まれております。  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

財務諸表計
上額 
（注）２ 

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事
業 

計 

売上高               

外部顧客への売上高  7,390,137  2,342,868  1,229,451  88,470  11,050,928  － 11,050,928

計  7,390,137  2,342,868  1,229,451  88,470  11,050,928  － 11,050,928

セグメント利益  241,793  15,629  470,943  38,794  767,160  △261,860  505,300

セグメント資産   5,594,339  356,443  8,527,122  69,271  14,547,176  3,348,067 17,895,243

その他の項目                                          

減価償却費  422,880  5,818  226,317  723  655,739  15,187  670,927

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額  
 161,600  －  170,725  258  332,583  16,466  349,049
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当事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△279,578千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。 

（2）セグメント資産の調整額4,263,581千円は、各報告セグメントに帰属しない全社資産で、主に預金及び

本社に係る固定資産であります。  

（3）減価償却費の調整額16,279千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額31,734千円は、売上請求システム等であります。  

２．報告セグメント利益の合計額は、財務諸表計上額（営業利益）と一致しております。 

３．減価償却費には長期前払費用の償却が含まれております。  

  

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

(単位：千円)

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。   

  

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円)

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

財務諸表計
上額 
（注）２ 

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事
業 

計 

売上高               

外部顧客への売上高  7,523,524  2,679,809  1,208,908  73,298  11,485,539  － 11,485,539

計  7,523,524  2,679,809  1,208,908  73,298  11,485,539  － 11,485,539

セグメント利益  517,986  17,408  518,482  28,285  1,082,163  △279,578  802,584

セグメント資産   5,563,361  479,252  8,340,796  29,151  14,412,561  4,263,581 18,676,143

その他の項目                                          

減価償却費  347,386  5,818  209,177  495  562,877  16,279  579,157

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額  
 379,228  －  26,501  300  406,030  31,734  437,764

ｂ．関連情報

  貨物自動車運送 商品販売 不動産賃貸 その他 合計 

外部顧客への売上

高 
 7,390,137  2,342,868  1,229,451  88,470  11,050,928

相手先  売上高  関連するセグメント名  

コカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社  1,872,217 貨物自動車運送事業  

セントラルジャパンロジスティックス株式会社   1,586,615 貨物自動車運送事業 

山村倉庫株式会社   1,483,636 貨物自動車運送事業 
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当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

(単位：千円)

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。   

  

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円)

  

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：千円）

  

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。  

   

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

該当事項はありません。  

   

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。   

   

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

該当事項はありません。   

  貨物自動車運送 商品販売 不動産賃貸 その他 合計 

外部顧客への売上

高 
 7,523,524  2,679,809  1,208,908  73,298  11,485,539

相手先  売上高  関連するセグメント名  

セントラルジャパンロジスティックス株式会社   1,940,543 貨物自動車運送事業 

コカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社  1,507,193 貨物自動車運送事業  

山村倉庫株式会社   1,473,357 貨物自動車運送事業 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  
貨物自動車運送

事業  
商品販売事業 不動産賃貸事業 その他事業 全社・消去  合計  

減損損失   39,903 － － －  －  39,903

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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関連当事者との取引  

（ア）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

  

当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

  

（イ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

  

当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

（注）１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２．上記（ア）の取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社の従業員の平均賃金等を基準として決定しております。 

３．上記（イ）の中村亘宏氏は、当社の代表取締役社長経験者であり、長年の経営経験や知識等を基に現経営陣

に対し、助言等を行ってもらうことを主な目的として相談役を委嘱しております。 

なお、相談役報酬については、取締役会において決定しております。   

  

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

子会社  
相模新栄運

送㈱  

相模原市 

中央区  
 10,000
貨物自動車

運送事業 

（所有） 

直接100.0  

運送の委託 

役員の兼任 

事務業務の

受託 
 4,800 － －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

子会社  
相模新栄運

送㈱  

相模原市 

中央区  
 10,000
貨物自動車

運送事業 

（所有） 

直接100.0  

運送の委託 

役員の兼任 

事務業務の

受託 
 4,800 － －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

個人主要

株主 
中村亘宏 －   － 当社相談役

（被所有） 

直接25.8  
当社相談役 

相談役報酬

の支払  
 13,200

未払金 

未払費用 

8,700

3,900

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

個人主要

株主 
中村亘宏 －   － 当社相談役

（被所有） 

直接25.8  
当社相談役 

相談役報酬

の支払  
 13,200

未払金 

未払費用 

9,500

4,000
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 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
  

  

前事業年度 
（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 2,541.04 円 2,642.67

１株当たり当期純利益金額 円 81.72 円 95.06

  
前事業年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当期純利益（千円）  448,311  521,496

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  448,311  521,496

期中平均株式数（株）  5,485,770  5,485,741

（重要な後発事象）
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 営業実績  

① 売上高  

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第１営業部門は、清涼飲料、びん・容器輸送、第２営業部門は、石油、化成品等輸送を行っております。

３．貨物自動車運送事業のうち、運送委託の実績は次のとおりであります。   

 （注）１．委託比率は売上高＜貨物自動車運送事業＞に対する運送委託費の割合であります。 

２．主要な運送委託先は、山村倉庫株式会社、中越テック株式会社、相栄産業株式会社等であります。 

３．傭車料には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 主要顧客別売上高状況  

（注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。  

５．その他

事業区分 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

売上高（千円） 前年同期比（％） 

貨物自動車運送事業（注）３  

第１営業部門  6,025,527  100.8

第２営業部門  1,497,996  106.0

小計  7,523,524  101.8

商品販売事業  2,679,809  114.4

不動産賃貸事業  1,208,908  98.3

その他事業 73,298 82.9

合計  11,485,539  103.9

区分 

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

金額（千円） 委託比率(％) 金額（千円） 委託比率(％) 

傭車料  3,125,990  42.3  2,743,754  36.5

相手先 

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

売上高（千円） 
総売上高に対する
割合(％) 

売上高（千円） 
総売上高に対する
割合(％) 

セントラルジャパンロジスティ

ックス株式会社 
 1,586,615  14.4  1,940,543  16.9

コカ・コーライーストジャパン

プロダクツ株式会社 
 1,872,217  16.9  1,507,193  13.1

山村倉庫株式会社  1,483,636  13.4  1,473,357  12.8
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